
「２０１０年代のケーブルテレビの在り方に関する研究会」 

（第３回会合）議事要旨 

 

１．日時 

平成１８年４月２１日（金） １６：００～１８：００ 

 

２．場所 

総務省 第１特別会議室（８階） 

 

３．出席者 

⑴ 構成員（五十音順、敬称略） 

石橋庸敏、大塚隆史、音好宏、後藤滋樹、清水俊彦、多賀谷一照、寺坂和利、

中村正孝、森忠久、森田圭、山口博續、山下東子、山本隆司、㈹林尚樹、 

㈹小池不二男 

⑵ 総務省 

清水政策統括官、河野大臣官房審議官、福岡総務課長、安藤地上放送課長、 

大久保放送技術課長、今林衛星放送課長、山根地域放送課長、波多野地域放送

課企画官、本間地域放送課技術企画官、梅村地域放送課課長補佐 

 ⑶ 説明者 

   野田日本ケーブルラボ部会担当部長、香西松下電器産業㈱パナソニックＡＶＣ

ネットワーク社 映像・ディスプレイデバイス事業グループ ＣＡＴＶ ＳＢＵ Ｓ

ビジネスユニット長、葛島 ㈱野村総合研究所 情報通信コンサルティング一部 

副主任コンサルタント 

 

４．議事内容 

⑴ 開会 

⑵ ケーブルテレビ事業者等からのヒアリング 

日本ケーブルラボ、松下電器産業㈱ 

⑶ 諸外国の状況について 

⑷ 閉会 

 

５．主な議論 

日本ケーブルラボから日本における最近の技術的動向等について、松下電器産業㈱

から米国における最近の技術的動向等について説明がなされた後、それぞれについて

以下のような質疑応答が行われた。 

⑴ 日本ケーブルラボ 

○小セル化について、一つのセルをどの程度の規模にすることを考えているのか、現

状及び今後の見通しを教えてほしい。 
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←２５０軒程度の規模にする話がでている。また、将来的には３０～５０軒程度を

考えている模様である。 

○携帯電話の設備と接続するとの説明があったが、具体的にはどのようなものを考え

ているのか。 

←携帯電話の信号をそのままケーブルテレビの設備で伝送することを考えている 

←（総務省）例えば、携帯電話の基地局がなく、ケーブルテレビの設備があるよう

な地域で、ケーブルテレビの設備を携帯電話の伝送路として活用することができ

るのではないかと思われる。 

○電力線を通信用に用いるとの説明があったが、具体的なプランはあるのか。 

←具体的な話はないが、干渉が少ない方式で標準化されることを期待している。 

○これからケーブルテレビの設備を整備しようとする市町村にとって、ＨＦＣとＦＴ

ＴＨのどちらが望ましいと考えるか。 

←今回の説明は既存の同軸ケーブルの設備があることを前提としているものであ

る。受信者が密集していないような地域で新規に設備を整備する場合には、ＦＴ

ＴＨが望ましいと考える。 

 

⑵ 松下電器産業㈱ 

○日本のＣＡＳは３つの方式が存在している。これについて、ハードを共通化にして、

ＣＡＳを米国のようにダウンロードで対応することは、日本でも考え得る方法か。 

 ←然り。 

○ＯＣＡＰは様々なベンダーが開発しているとのことであるが、それが搭載されたＳ

ＴＢは互換性があるものになるのか。 

←基本的な部分は互換性があるものとなる。しかしそれだけでは差別化が図れない

ので、拡張性をどのように取っていくかが重要な点になると思う。 

○一つのケーブルテレビネットワークの下で、ＯＣＡＰを搭載した複数のベンダーの

ＳＴＢを利用することは可能なのか。 

←然り。 

○ＯＣＡＰについては、ＩＰ系の事業者にも転用できるようになるのか。 

 ←米国のある事業者は、ケーブルテレビ用に開発したものをＩＰ放送に転用しよう

と考えている模様である。 

○衛星放送がケーブルテレビのシェアを奪っているとの説明があったが、これは、ケ

ーブルテレビのデジタル化が遅れている部分について、既にデジタル化している衛

星放送がシェアを奪っているという、タイミングの問題と理解していいものか。 

←そのような理解でよいと思う。なかなかデジタル化しないケーブルテレビ事業者

の加入者が、デジタル化して多様なサービスを提供している衛星放送に乗り換え

ているという現象が起こっているものと思われる。 

○その際、一戸建てと集合住宅とで何か違いがあるものなのか。また、ケーブルテレ

ビ事業者が異なることで何か違いがあるものなのか。 
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←ケーブルテレビ事業者が異なることで差異が生じているものと思う。事業者によ

っては、デジタル化が進んでいるものもあれば、デジタル化が遅れているものも

ある。前者については情報を持っていない。 

○アナログ放送時代にＣＡＳに積極的でなかったケーブルテレビ事業者がデジタル

放送時代にＣＡＳに積極的になってきたことについて、コンテンツ保護という点が

理由になっているものと考えるか。 

 ←コンテンツに対するセキュリティーが高くないとコンテンツホルダーがコンテ

ンツを提供してくれないという状況にあり、コンテンツに対する暗号化、すなわ

ちＣＡＳが非常に重要な問題となっている。 

 

続いて、事務局（㈱野村総合研究所）から、海外のケーブルテレビ市場の動向につ

いて説明がなされた後、それぞれについて以下のような質疑応答が行われた。 

○韓国についてはデジタル化に関するデータが記載されていないが、デジタルサービ

スは提供しているのか。 

 ←デジタルサービスは提供している。 

○ＩＰＴＶに関する資料について、ここでいうＩＰＴＶはＩＰマルチキャストによる

ものなのか、ＩＰユニキャストによるものなのか。 

←資料では、その点区別して記載はしていない。 

←（総務省）全て確認はしていないが、資料のサービスのうちＩＰマルチキャスト

によるものも含まれている。 

○英国や仏国では地上放送の難視聴対策としてのケーブルテレビは存在していたの

か。 

←英国では存在していた。仏国については調査できていない。 

○中国については、一つの国ではないと考えた方がよいのかもしれない。 

 ←全体に関する法令は存在するが省ごとに違いが大きいところもある。また、自治

体についても、日本とは体制が異なり、それ自体が企業のような側面もあるため、

日本の感覚で見ると実感が湧きにくい面がある。 

○各国のケーブルテレビの普及に関し、都市部・地方部別の普及状況についてのデー

タはあるか。 

 ←データ自体はないが、中国については基本的に都市部で普及しており地方部との

格差が問題になっている状況にある。 

○欧州でＡＤＳＬが多く普及しているとのことであるが、日本のＡＤＳＬの場合電話

局から距離が離れると速度が遅くなることとなる。各国でＡＤＳＬが普及している

理由は何かあるのか。 

←欧州でのＡＤＳＬサービスの速度は日本のそれより遅く、数Ｍｂｐｓサービスが

一般的である。その速度で加入者が我慢しているという状況にあると思う。 

 

（以上） 
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